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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下も同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（百万円） 33,755 38,078 38,618 69,623 77,044 

経常利益（百万円） 817 1,029 875 1,476 1,857 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
△343 622 △235 7 857 

純資産額（百万円） 14,556 15,485 15,255 14,927 15,603 

総資産額（百万円） 30,190 33,919 33,767 31,793 34,979 

１株当たり純資産額（円） 1,348.24 1,434.32 1,412.24 1,382.65 1,444.57 

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり中間純損失（△）（円） 
△31.85 57.65 △21.80 0.73 79.46 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 48.2 45.7 45.2 47.0 44.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
1,351 1,780 121 2,455 5,852 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△1,346 △881 740 △3,914 938 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
93 △6 △644 998 △2,302 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
1,879 2,211 6,025 1,319 5,808 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

643 

[1,738] 

638 

[2,211] 

626 

[2,278] 

631 

[2,057] 

656 

[2,277] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（百万円） 33,678 34,579 34,264 67,473 69,147 

経常利益（百万円） 800 983 777 1,508 1,731 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（百万円） 
△353 604 △283 42 787 

資本金（百万円） 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660 

発行済株式総数（株） 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793 

純資産額（百万円） 14,367 15,322 14,983 14,782 15,380 

総資産額（百万円） 29,777 32,340 31,512 30,714 32,893 

１株当たり配当額（円） 8.50 8.50 8.50 17.00 17.00 

自己資本比率（％） 48.2 47.4 47.5 48.1 46.8 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

588 

[1,559] 

578 

[1,823] 

562 

[1,831] 

601 

[1,817] 

585 

[1,853] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

    事業の種類別セグメント情報を開示していないので、事業部門別等の区分で記載しております。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当中間連結会計期間平均人員数

（８時間換算）は（ ）内に外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当中間会計期間平均人員数（８時

間換算）は（ ）内に外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特筆すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

スーパーマーケット事業 624 (2,140) 

その他の事業 2 (138) 

合計 626 (2,278) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 562 (1,831) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、国内的に暖冬の影響で衣料品を中心に消費がやや弱含みながらも持

続的な景気回復が続いており、円安を背景とした輸出関連企業の好業績など底堅さを見せております。しかしなが

ら、中小企業の収益が伸び悩んでおり、また、石油関連商品の高騰による製造業、運送業者などのコストアップ要

因もあり、平成19年３月には企業倒産件数が再び増加を見るなど景気の先行きには不安要因も見られます。小売業

界においては、衣料品の不振に加え、食品関係の販売も全般的に伸び悩みが見られ、スーパーマーケットの売上高

は平成19年２月まで14ヶ月連続で前年を下回っております。斯かる中、スーパーマーケット業界では急速な寡占化

が見られるほか、業種・業態を超えた企業間競争が一段と激しさを増しております。 

  このような経営環境の変化に対応するために当社は、「高い鮮度」「豊かな品揃え」「心温まる接客」をモット

ーに、価格競争に巻き込まれない商品力と販売力の向上に注力し、地域のお客様により一層支持され、信頼される

店舗づくりを積極的に推進してまいりました。また、当期スローガンとして「お客様に満足と感動を与える商売を

追求する」「チャレンジ＆チェンジ」を掲げ、商品事業部および販売事業部を柱に、営業体制の強化を推進してま

いりました。 

 営業面におきましては、発足後７年が経過した「マミークラブ」ポイントカードの継続した会員獲得と、一層の

サービス向上に努めてまいりました。当中間期末日現在のカードサービス導入店は44店、会員数は35万人に達して

おります。 

 商品面におきましては、商品開発および商品調達力の向上を目指し、産地直送商品、地場野菜販売店舗の拡大、

低価格でより高品質な自社開発商品「ｍａｍｉ＋」（マミープラス）、更にワンランク上の位置付けとして「ｍa

ｍｉ＋プレミアム」（マミープラスプレミアム）を開発し、競争力強化に向けた商品仕入原価の低減、部門構成と

品揃えの変更を実施しました。 

 店舗運営におきましては、効率的な店内オペレーションと管理レベルの向上を実現するために「作業改善システ

ム」の導入を推進し、さらに陳列什器、陳列方法の工夫等の販売技術の向上と接客等のサービスレベルの改善を進

めてまいりました。 

 株式会社マミーマートにおきましては、店舗オペレーションの改善と戦略的なマーチャンダイジングの実現を図

るべく既存店の改装を、平成18年10月柏十余二店（千葉県柏市）、11月川口安行店（埼玉県川口市）、12月西浦和

店（埼玉県さいたま市）、蓮田店（埼玉県蓮田市）で実施いたしました。また、春日部店におきましては、平成19

年３月の営業を停止し、将来を見通した営業力の強化を図るべく店舗の本格的な増改築を行っております。 

  株式会社ギガ物産におきましては、平成19年３月に五香店（千葉県松戸市）を開店しました。 

 また、経営の健全性の確保を図るため、賃貸不動産の損失発生に備えた転貸損失引当金や減損会計に伴う減損損

失を計上いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の営業成績は、売上高38,618百万円（前年同期比1.4％増）、営業利益689百万円

（同16.5％減）、経常利益875百万円（同14.9％減）、中間純損失235百万円（前年同期は中間純利益622百万円）

となりました。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前中間純損失が

298百万円（前年同期は1,149百万円の純利益）となったものの、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日とな

り、仕入債務の支払いが持ち越されたことにより前中間連結会計期間末に比べ3,813百万円増加し、6,025百万円

（同172.4％増）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、121百万円（前年同期比93.2％減）となりました。これは主に税金等調整前

中間純損失を計上したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は740百万円（前年同期は881百万円の支出）となりました。これは主に設備投資

額の減少と有価証券の償還によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は、644百万円（前年同期は６百万円の支出）となりました。これは主に長期借

入金の返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

科目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業    

売上高    

鮮魚（百万円） 5,670 95.3 

精肉（百万円） 4,285 99.5 

青果（百万円） 5,415 99.5 

食品（百万円） 5,677 104.4 

日配品（百万円） 7,979 104.1 

菓子（百万円） 2,037 100.3 

雑貨（百万円） 1,202 103.7 

惣菜（百万円） 2,837 100.3 

その他（百万円） 3,324 102.3 

合計（百万円） 38,430 100.9 

科目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業    

仕入高    

鮮魚（百万円） 4,711 94.8 

精肉（百万円） 3,189 96.3 

青果（百万円） 4,029 103.3 

食品（百万円） 4,424 105.3 

日配品（百万円） 5,872 105.8 

菓子（百万円） 1,461 99.8 

雑貨（百万円） 915 102.8 

惣菜（百万円） 1,434 97.6 

その他（百万円） 2,769 107.6 

合計（百万円） 28,810 101.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

   該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

次のとおりであります。 

 前事業年度末に新設を計画していたマミーマート飯能武蔵丘店（マミーマート飯能中山店を名称変更）は、土地

利用計画の一部変更により、着工年月を平成19年１月から平成19年６月に、完成年月を平成19年７月から平成19年

11月に変更いたしました。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修についての計画は次のとおりであり、拡

充、売却、除却等の計画はありません。 

    新設及び改修 

 （注）投資予定金額には差入保証金、敷金を含めております。 

店舗名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

着手 完了 

ギガマート 

五香店 
千葉県松戸市 

スーパーマー

ケット事業 
店舗の新設 133 29 

自己資金、

リース 
平成19年２月   平成19年３月

マミーマート

春日部店 

埼玉県春日部

市 

スーパーマー

ケット事業 
店舗の改修 409 60 自己資金  平成19年３月   平成19年４月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）発行済株式は全て完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定の定めのない当社における標準となる株式であり

ます。  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,850,500 

計 18,850,500 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 

(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,796,793 10,796,793 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 10,796,793 10,796,793 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年10月１日 

～平成19年３月31日 
－ 10,796,793 － 2,660 － 2,856 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,164 20.04 

岩崎 悦久 埼玉県東松山市 1,858 17.21 

株式会社つしま 埼玉県東松山市本町２丁目２番47号 617 5.72 

マミーマート共栄会 埼玉県さいたま市北区宮原町２丁目44番１号 607 5.62 

株式会社ライブ・コア 埼玉県東松山市本町２丁目２番47号 571 5.29 

岩崎 裕文 埼玉県東松山市 547 5.07 

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 302 2.79 

株式会社シジシージャパン 東京都新宿区大久保２丁目１番１号 271 2.51 

株式会社武蔵野銀行 

（常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会

社） 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10番８

号 

（東京都中央区晴海１丁目８番11号） 

259 2.40 

吉見国分株式会社 埼玉県熊谷市問屋町１丁目１番８号 191 1.77 

計 － 7,391 68.46 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      500  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,791,400 107,914 － 

単元未満株式 普通株式    4,893 － － 

発行済株式総数 10,796,793 － － 

総株主の議決権 － 107,914 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社マミーマート 
埼玉県東松山市本町 

２丁目２番47号 
500 － 500 0.0 

計 － 500 － 500 0.0 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  役職の異動 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,310 1,309 1,250 1,294 1,250 1,204 

最低（円） 1,200 1,200 1,210 1,210 1,165 1,130 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役副社長業務統括

本部長 
 常務取締役業務統括本部長  岩崎 裕文  平成18年12月22日 

 専務取締役開発本部長 
専務取締役開発本部長兼管

理本部長 
 阿部 四郎  平成18年12月22日 

常務取締役販売事業部長  取締役販売事業部長  吉澤 辰男  平成18年12月22日 

 常務取締役商品事業部長  取締役商品事業部長  秋葉 和夫  平成18年12月22日 

 取締役管理本部長兼業務改

革チームリーダー 
取締役業務改革担当  斯波 範雄  平成18年12月22日 



第５【経理の状況】 

中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表

については、中央青山監査法人（現 みすず監査法人）により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成

18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間連結財務諸表並びに当中間会計期間（平成18年10月１日から平成

19年３月31日まで）の中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人  

金額単位の変更について 

当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で

記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位をもって記載することといたしま

した。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間、前連結会計年度、前中間会計期間及び前事業年度につ

いても百万円単位に組替え表示しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     2,211     6,025     5,808  

２．売掛金     33     58     55  

３．有価証券     －     －     1,000  

４．たな卸資産     1,434     1,616     1,546  

５．繰延税金資産     526     491     585  

６．その他     1,493     1,458     1,601  

貸倒引当金     △0     －     △0  

流動資産合計     5,699 16.8   9,650 28.6   10,595 30.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1)建物及び構築物 ※１ 14,087     11,382     11,666    

減価償却累計額   5,303 8,784   5,809 5,573   5,563 6,102  

(2)機械装置及び運搬具 ※１ 94     91     90    

減価償却累計額   67 27   67 24   68 22  

(3)土地 ※１   5,010     4,380     4,380  

(4)建設仮勘定     177     195     13  

(5)その他   1,363     1,424     1,457    

減価償却累計額   859 503   1,005 418   945 511  

有形固定資産合計     14,503 42.8   10,592 31.4   11,031 31.5 

２．無形固定資産     306 0.9   252 0.7   280 0.8 

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券 ※１   699     600     644  

(2)長期貸付金     635     467     502  

(3)繰延税金資産     474     1,170     692  

(4)賃貸資産(建物等) ※１ 392     310     330    

減価償却累計額   240 152   235 75   247 82  

(5)賃貸資産(土地) ※１   1,863     1,655     1,655  

(6)長期差入保証金     8,530     8,277     8,457  

(7)その他     1,055     1,026     1,036  

貸倒引当金     △1     －     △1  

投資その他の資産合計     13,409 39.5   13,271 39.3   13,071 37.4 

固定資産合計     28,219 83.2   24,116 71.4   24,383 69.7 

資産合計     33,919 100.0   33,767 100.0   34,979 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金 ※１   3,815     7,161     7,533  

２．短期借入金 ※１   2,756     738     921  

３．未払法人税等     579     341     765  

４．ポイント費用引当金     －     618     －  

５．賞与引当金     366     389     396  

６．未払費用     1,883     1,481     2,195  

７．その他     1,039     794     670  

流動負債合計     10,441 30.8   11,525 34.1   12,483 35.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※１   3,497     2,759     3,128  

２．転貸損失引当金     －     367     －  

３．退職給付引当金     653     670     660  

４．役員退職慰労引当金     431     487     442  

５．長期預り保証金     2,741     2,346     2,348  

６．その他     661     355     312  

固定負債合計     7,984 23.5   6,986 20.7   6,892 19.7 

負債合計     18,426 54.3   18,511 54.8   19,375 55.4 

（少数株主持分）                    

少数株主持分     7 0.0   － －   － － 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     2,660 7.9   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金     2,856 8.4   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金     9,748 28.7   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     220 0.7   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0   － －   － － 

資本合計     15,485 45.7   － －   － － 

負債、少数株主持分及び資
本合計     33,919 100.0   － －   － － 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     －     2,660     2,660   

２．資本剰余金     －     2,856     2,856   

３．利益剰余金     －     9,565     9,892   

４．自己株式     －      △0     △0   

株主資本合計     － －   15,081 44.7   15,408 44.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額
金 

    －     165     187   

評価・換算差額等合計     － －   165 0.5   187 0.5 

Ⅲ 少数株主持分     － －   8 0.0   7 0.0 

純資産合計     － －   15,255 45.2   15,603 44.6 

負債純資産合計     － －   33,767 100.0   34,979 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     38,078 100.0   38,618 100.0   77,044 100.0 

Ⅱ 売上原価     28,545 75.0   29,158 75.5   57,999 75.3 

売上総利益     9,532 25.0   9,460 24.5   19,044 24.7 

Ⅲ 営業収入     688 1.8   618 1.6   1,410 1.8 

営業総利益     10,220 26.8   10,078 26.1   20,454 26.5 

Ⅳ 販売費及び一般管理費                    

１．報酬給与賞与   3,390     3,628     7,353    

２．賞与引当金繰入額   352     370     381    

３．役員退職慰労引当金繰入額   11     45     22    

４．ポイント費用引当金繰入額   －     176     －    

５．賃借料   2,103     2,187     4,246    

６．その他   3,537 9,395 24.7 2,980 9,389 24.3 6,929 18,934 24.6 

営業利益     824 2.1   689 1.8   1,520 1.9 

Ⅴ 営業外収益                    

１．受取利息   32     34     66    

２．受取配当金   11     2     14    

３．賃貸料収入   69     45     93    

４．受取手数料   43     62     111    

５．テナント契約解約違約金収入   3     46     16    

６．その他   92 252 0.7 40 231 0.6 134 436 0.6 

Ⅵ 営業外費用                    

１．支払利息   35     23     73    

２．出店準備費用消却損   1     －     1    

３．株式代行手数料   5     3     8    

４．その他   5 48 0.1 17 44 0.1 15 98 0.1 

経常利益     1,029 2.7   875 2.3   1,857 2.4 

Ⅶ 特別利益                    

 １．固定資産売却益 ※１ 136     －     719     

 ２．休業補償金 45     －     46     

 ３．退職給付制度一部終了益 82 265 0.7 － － － 82 848 1.1 

Ⅷ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※２ 56     25     69    

２．減損損失 ※３ 88     841     777    

３．転貸損失引当金繰入額   －     234     －     

４．前期損益修正損 ※４ －     72     －     

５．その他   － 144 0.4 － 1,173 3.1 90 937 1.2 

税金等調整前中間（当期）純利
益又は税金等調整前中間純損失
（△） 

    1,149 3.0   △298 △0.8   1,768 2.3 

法人税、住民税及び事業税   553     298     1,190    

法人税等調整額   △24 529 1.4 △361 △63 △0.2 △278 911 1.2

少数株主利益又は少数株主損失
（△）      △1 △0.0   0 0.0   △1 △0.0 

中間（当期）純利益又は中間純
損失(△)     622 1.6   △235 △0.6   857 1.1 

                     



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,856 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残
高 

    2,856 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     9,218 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間純利益   622 622 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金   91 91

Ⅳ 利益剰余金中間期末残
高 

    9,748 

       



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日 残高（百万円） 2,660 2,856 9,892  △0 15,408 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △91 －  △91 

中間純損失 － － △235 － △235 

自己株式の取得 － － －  △0  △0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － △327  △0 △327 

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,660 2,856 9,565  △0 15,081 

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

平成18年９月30日 残高（百万円） 187 7 15,603 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △91 

中間純損失 － － △235 

自己株式の取得 － －  △0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額） 

△21 0 △21 

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） △21 0 △348 

平成19年３月31日 残高（百万円） 165 8 15,255 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高（百万円） 2,660 2,856 9,218 △0 14,734 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － △183 － △183 

当期純利益 － － 857 － 857 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － － 674 △0 674 

平成18年９月30日 残高（百万円） 2,660 2,856 9,892 △0 15,408 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

平成17年９月30日 残高（百万円） 193 8 14,936 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △183 

当期純利益 － － 857 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額） 

△5 △1 △6 

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △5 △1 667 

平成18年９月30日 残高（百万円） 187 7 15,603 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益又
は税金等調整前中間純損失（△）   1,149 △298 1,768 

減価償却費   521 421 1,067 

固定資産売却益   △136 － △719 

固定資産除却損   56 25 69 

減損損失   88 841 777 

転貸損失引当金の増加額   － 306 － 

退職給付引当金の増加額（△減少
額）   △251 9 △243 

役員退職慰労引当金の増加額   1 45 13 

賞与引当金の減少額   △43 △7 △12 

ポイント費用引当金の増加額   － 618 － 

受取利息及び受取配当金   △44 △36 △80 

支払利息   35 23 73 

売上債権の増加額   △4 △3 △25 

たな卸資産の増加額   △67 △70 △179 

仕入債務の増加額（△減少額）   173 △371 3,890 

未払消費税等の増加額   14 43 123 

未払費用の増加額（△減少額）   23 △712 338 

テナント預り金の増加額   109 1 17 

テナント保証金の増加額（△減少
額）   285 △3 △109 

長期前払費用の減少額（△増加額）   △54 56 △118 

その他   361 △68 143 

小計   2,218 821 6,792 

利息及び配当金の受取額   24 15 39 

利息の支払額   △26 △23 △61 

法人税等の支払額   △436 △692 △917 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,780 121 5,852 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

有価証券の取得による支出   － － △1,000 

有価証券の償還による収入   － 1,000 － 

投資有価証券の売却による収入   300 － 300 

投資有価証券の取得による支出   △0 △0 △0 

有形固定資産の取得による支出   △1,795 △518 △3,044 

有形固定資産の売却による収入   398 － 4,182 

無形固定資産の取得による支出   △5 △1 △8 

差入保証金の差入れによる支出   △251 △93 △512 

差入保証金の返還による収入   268 274 690 

貸付による支出   － △1 △1 

保険積立金の取崩による収入   195 65 195 

保険積立金の積立による支出   △9 △8 △12 

その他   18 22 150 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △881 740 938 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純減少額   △2,298 － △3,248 

長期借入金の借入による収入   2,930 － 2,930 

長期借入金の返済による支出   △547 △552 △1,800 

配当金の支払額   △91 △91 △183 

その他   △0 △0  △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △6 △644 △2,302 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   892 217 4,488 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,319 5,808 1,319 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 2,211 6,025 5,808 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数   ３社 

 連結子会社の名称 

彩裕フーズ㈱ 

マミーサービス㈱ 

㈱ギガ物産 

(2)非連結子会社の名称 

マミーフーズ㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(1)連結子会社の数   ３社 

 連結子会社の名称 

彩裕フーズ㈱ 

マミーサービス㈱ 

㈱ギガ物産 

 (2)非連結子会社の名称 

   同左  

     

     

 (1)連結子会社の数 ３社 

  連結子会社の名称 

 彩裕フーズ㈱ 

マミーサービス㈱ 

㈱ギガ物産 

(2)非連結子会社の名称  

マミーフーズ㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の非連結子会社及

び関連会社の数   

  該当事項はありません。   

(2)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称  

  マミーフーズ㈱ 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分

法の適用から除外しておりま

す。   

(1)持分法適用の非連結子会社及び

関連会社の数   

       同左 

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称   

       同左 

(1)持分法適用の非連結子会社及び

関連会社の数   

       同左  

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称  

    マミーフーズ㈱ 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分

法の適用から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

      同左 すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額金は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

      同左 

時価のないもの 

      同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  ロ たな卸資産 

   商品  売価還元法による 

原価法、但し生鮮食

品は最終仕入原価法 

ロ たな卸資産 

  商品   同左 

ロ たな卸資産 

  商品  同左 

    貯蔵品 最終仕入原価法   貯蔵品 同左   貯蔵品  同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

イ 有形固定資産 

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

イ 有形固定資産 

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。  

  建物及び構築物 10～39年

機械装置及び運
搬具 

2～15年 

その他 3～20年 

建物及び構築物 2～40年 

機械装置及び運
搬具 

5～15年 

その他 2～20年 

建物及び構築物 10～34年

機械装置及び運
搬具 

2～15年

その他 3～8年

  ロ 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

ロ 無形固定資産 

      同左 

ロ 無形固定資産 

      同左 

  ハ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

ハ 長期前払費用 

      同左 

ハ 長期前払費用 

      同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

イ 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 なお、貸倒実績はなく、ま

た、貸倒懸念債権等もないこ

とから、当中間連結会計期間

は計上しておりません。 

イ 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  ロ ポイント費用引当金 

 ―――――― 

ロ ポイント費用引当金 

販売促進を目的とするポイン

トカード制度により付与した

ポイントの使用に備えるた

め、未使用のポイント残高に

対して、過去の使用実績率に

基づき将来使用されると見込

まれる額を計上しておりま

す。 

ロ ポイント費用引当金 

 ―――――― 

     （追加情報）   

従来、未払費用（前中間連結

会計期間末残高635百万円）と

して計上しておりましたが、

当中間連結会計期間より、ポ

イント費用引当金として計上

することとしました。 

  

  ハ 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負担

額を計上しております。 

ハ 賞与引当金 

      同左 

ハ 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を

計上しております。 

  ニ 転貸損失引当金 

   ―――――― 

ニ 転貸損失引当金 

店舗転貸契約の残存期間に発

生する損失に備えるため、支

払義務のある賃料等総額から

転貸による見込賃料収入総額

を控除した金額を計上してお

ります。  

ニ 転貸損失引当金 

  ―――――― 

    （追加情報） 

従来、未払金（前中間連結会

計期間末残高 10 百万円）及

び長期未払金（前中間連結会

計期間末残高 19 百万円）と

して計上しておりましたが、

計上額には見積もりの要素が

高いため、当中間連結会計期

間より転貸損失引当金として

計上しております。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  ホ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。数理計算上の

差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 （追加情報） 

当社は平成17年10月１日から

退職給付制度の改定を行いま

した。従来、退職一時金制度

と適格退職年金制度からなっ

ておりましたが、これを退職

一時金制度と確定拠出年金制

度に変更いたしました。 

この結果、当中間連結会計期

間において特別利益に制度終

了益（82百万円）を計上いた

しております。 

ホ 退職給付引当金 

      同左 

         ―――――― 

ホ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

 （追加情報） 

当社は平成17年10月１日から

退職給付制度の改定を行いま

した。従来、退職一時金制度

と適格退職年金制度からなっ

ておりましたが、これを退職

一時金制度と確定拠出年金制

度に変更いたしました。 

この結果、当連結会計年度に

おいて特別利益に制度終了益

（82百万円）を計上いたして

おります。 

  ヘ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上しており

ます。 

ヘ 役員退職慰労引当金 

      同左 

ヘ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

      同左       同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

      同左 

消費税等の会計処理方法 

      同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

      同左       同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は、15,595百万円であります。  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 前連結会計年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は、15,246百万円であります。  

 ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

建物及び構築物 1,513百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 2,180百万円 

投資有価証券 51百万円 

賃貸資産（建物等） 14百万円 

賃貸資産(土地) 164百万円 

計 3,924百万円 

建物及び構築物 1,395百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 2,180百万円 

投資有価証券 43百万円 

賃貸資産（建物等） 13百万円 

賃貸資産(土地) 164百万円 

計 3,796百万円 

建物及び構築物 1,449百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 2,180百万円 

投資有価証券 47百万円 

賃貸資産（建物等） 13百万円 

賃貸資産(土地) 164百万円 

計 3,855百万円 

上記のうち工場財団設定分  ―――――― 上記のうち工場財団設定分 

建物及び構築物 33百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 122百万円 

計 156百万円 

  建物及び構築物 32百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 122百万円 

計 155百万円 

担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 

買掛金 142百万円 

短期借入金 1,422百万円 

長期借入金 2,886百万円 

計 4,450百万円 

買掛金 181百万円 

短期借入金 638百万円 

長期借入金 2,539百万円 

計 3,359百万円 

買掛金 157百万円 

短期借入金 813百万円 

長期借入金 2,862百万円 

計 3,832百万円 

上記のうち工場財団設定分  ―――――― 上記のうち工場財団設定分 

長期借入金 500百万円 

 計 500百万円 

     

  長期借入金 500百万円 

 計 500百万円 

     

 ２．当座貸越契約  ２．当座貸越契約  ２．当座貸越契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため、 

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入金未実行残高は以下の

とおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、 

11取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入金未実行残高は以下の

とおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、  

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当期末の

借入金未実行残高は以下のとおりでありま

す。 

当座貸越契約極度額 6,900百万円 

借入実行残高 950百万円 

 差引額 5,950百万円 

当座貸越契約極度額 6,600百万円 

借入実行残高 －百万円 

 差引額 6,600百万円 

当座貸越契約極度額 6,900百万円 

借入実行残高 －百万円 

 差引額 6,900百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．固定資産売却益の内訳 ※１．          ―――――― ※１．固定資産売却益の内訳 

土地 136百万円      土地 291百万円 

建物 427百万円 

 計 719百万円 

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 15百万円 

その他 40百万円 

 計 56百万円 

建物及び構築物 14百万円 

その他 10百万円 

 計 25百万円 

建物及び構築物 17百万円 

その他 52百万円 

 計 69百万円 

※３．減損損失 

当社グループは、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

当社グループは、営業店舗及び賃貸不動産

並びに遊休不動産については個別物件単位で

資産のグルーピングを行っております。 

当中間連結会計期間において、継続的な地

価の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗及び遊

休不動産については、将来キャッシュ・フロ

ーによって当該資産の帳簿価額を全額回収で

きる可能性が低いと判断し、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

(88百万円)として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は、建物及び構築物41百万円、

賃貸資産（土地）36百万円、リース資産8百

万円及びその他1百万円であります。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

ります。正味売却価額は、譲渡予定価額に基

づいて算定し、使用価値は将来キャッシュ・

フロー見積額を4.0%で割り引いて算出してお

ります。 

用 途 種 類 場 所 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

北本店(埼玉県
北本市) 

営業店舗 構築物 
深井店(埼玉県
北本市) 

遊休資産 
賃貸資産（土
地） 

群馬県太田市 

※３．減損損失 

当社グループは、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

当社グループは、営業店舗及び賃貸不動産

並びに遊休不動産については個別物件単位で

資産のグルーピングを行っております。 

当中間連結会計期間において、継続的な地

価の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗及び賃

貸資産並びに遊休資産については、将来キャ

ッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額

を全額回収できる可能性が低いと判断し、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(841百万円)として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物及び構

築物452百万円、リース資産269百万円及びそ

の他120百万円であります。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

り、売却や他への転用が困難な資産は０円と

しております。 

用 途 種 類 場 所 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

千代田店(埼玉
県坂戸市) 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

川口安行店(埼
玉県川口市) 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

青梅新町店(東
京都青梅市） 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

柏若葉町店(千
葉県柏市） 

営業店舗 
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

誉田店(千葉県
千葉市） 

営業店舗 
建物、リース資
産、その他 

南柏店(千葉県
柏市） 

賃貸資産 
賃貸資産（建物
等）、その地 

埼玉県北本
市、群馬県太
田市 

遊休資産 電話加入権 

※３．減損損失 

   当社グループは、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

当社グループは、営業店舗及び賃貸不動産

並びに将来の使用が見込まれていない遊休不

動産については個別物件単位で資産のグルー

ピングを行っております。 

 当連結会計年度において、継続的な地価の

下落及び資産グループ単位の収益性等を踏ま

えて検証した結果、一部の営業店舗及び賃貸

不動産並びに遊休不動産については、将来キ

ャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価

額を全額回収できる可能性が低いと判断し、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（777百万円）として特別損

失に計上いたしました。その内訳は、建物及

び構築物310百万円、賃貸資産（建物等）61

百万円、賃貸資産（土地）289百万円、リー

ス資産101百万円及びその他13百万円であり

ます。  

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

ります。正味売却価額は、主として不動産鑑

定評価基準に基づいて算出した見積価額から

処分費用見込額を差し引いて算定し、使用価

値は将来キャッシュ・フロー見積額を4.0 ％

で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

北本店(埼玉県
北本市) 

営業店舗 構築物 
深井店(埼玉県
北本市) 

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

西浦和店(埼玉
県さいたま市)

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

稲毛長沼店(千
葉県千葉市) 

賃貸資産
賃貸資産（建物
等）、賃貸資産
（土地） 

埼玉県蓮田市
埼玉県上尾市 

遊休資産
賃貸資産（土
地） 

群馬県太田市
埼玉県桶川市 

※４．     ―――――― ※４ 前期損益修正損の内訳    

過年度転貸損失引当金
繰入額 

  72百万円

※４．     ―――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

 
前連結会計年度末株
式数 

増加 減少 
当中間連結会計期間
末株式数 

発行済株式        

普通株式 10,796,793株  － － 10,796,793株  

合計 10,796,793株  － － 10,796,793株  

自己株式        

普通株式（注） 551株  20株  － 571株  

合計 551株  20株  － 571株  

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式  91百万円  ８円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月25日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 

平成19年５月23日 

取締役会 
普通株式  91百万円 利益剰余金   ８円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月11日



前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数 

増加 減少 
当連結会計年度末
株式数 

発行済株式         

 普通株式 10,796,793株 －  －  10,796,793株  

合計 10,796,793株 －  －  10,796,793株  

自己株式         

 普通株式（注） 491株  60株 －  551株  

合計 491株 60株 －  551株  

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成17年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 91百万円 8円50銭  平成17年９月30日 平成17年12月22日

平成18年５月31日 

取締役会 
普通株式 91百万円 8円50銭  平成18年３月31日 平成18年６月12日

決議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金   91百万円 8円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） （平成18年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 2,211百万円 

現金及び現金同等物 2,211百万円 

現金及び預金勘定 6,025百万円

現金及び現金同等物 6,025百万円

現金及び預金勘定 5,808百万円

現金及び現金同等物 5,808百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

535 289 － 245 

有形固
定資産
その他 

1,796 674 75 1,046 

無形固
定資産 

621 128 － 493 

合計 2,953 1,091 75 1,785 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

490 244 － 246

有形固
定資産
その他 

2,025 1,048 437 538

無形固
定資産 

583 209 － 373

合計 3,099 1,503 437 1,158

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

443 213 － 229 

有形固
定資産
その他

1,988 848 168 971 

無形固
定資産

624 190 － 433 

合計 3,056 1,253 168 1,634 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 546百万円 

１年超 1,334百万円 

合計 1,880百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

60百万円 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 579百万円 

１年超 1,035百万円 

合計 1,615百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

391百万円 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 714百万円 

１年超 1,152百万円 

合計 1,866百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

147百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利

息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利

息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利

息相当額及び減損損失 

支払リース料 297百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

5百万円 

減価償却費相当額 287百万円 

支払利息相当額 10百万円 

減損損失 8百万円 

支払リース料 305百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

25百万円 

減価償却費相当額 295百万円 

支払利息相当額 10百万円 

減損損失 269百万円 

支払リース料 568百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

10百万円 

減価償却費相当額 548百万円 

支払利息相当額 21百万円 

減損損失 101百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

     同左      同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

     同左      同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） なお、減損処理にあたっては、中間期末（期末）における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には時価

が著しく下落したものと判断してすべて減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月１日

至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループはストックオプション等を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 311 681 370 311 582 270 311 626 314 

合計 311 681 370 311 582 270 311 626 314 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式 17 17 17 

非上場外国債券 － － 1,000 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月１

日 至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占めるスーパーマーケット事業の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月１

日 至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年10月１

日 至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 海外売上高はありませんので、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 1,434円32銭

１株当たり中間純利益   57円65銭

１株当たり純資産額 1,412円24銭

１株当たり中間純損失 21円80銭

１株当たり純資産額 1,444円57銭

１株当たり当期純利益 79円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、中間純損失

であり、また、潜在株式がないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
622 △235 857 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（百万円） 
622 △235 857 

期中平均株式数（株） 10,796,290 10,796,232 10,796,268 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社は、平成18年５月31日開催の取締役会

において、資産効率の向上と財務体質の改善

を目的として、当社が保有する店舗の土地・

建物等を住友信託銀行株式会社に不動産信託

し、その信託受益権を譲渡することを下記の

とおり決議し、同日、譲渡いたしました。 

 １．信託する資産 

（１）物件    フィールズ南柏店 

（２）所在地   千葉県柏市豊四季509-3 

（３）物件簿価及び支払手数料 

                3,505百万円 

（４）譲渡価格     4,100百万円 

 ２．信託先及び譲渡先 

（１）信託先 住友信託銀行株式会社 

（２）譲渡先 株式会社ヒューネット 

 ３．譲渡の日程              

   平成18年５月31日 信託契約締結  

平成18年５月31日 物件の引渡し、信託受

益権の譲渡  

 なお、信託受益権の譲渡により当連結会計

年度において594百万円の売却益を特別利益

に計上する見込であります。 

 ────── ────── 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,570     4,965     4,797    

２．売掛金   23     22     27    

３．有価証券   －     －     1,000    

４．たな卸資産   1,244     1,310     1,275    

５．繰延税金資産   515     474     573    

６．未収入金   976     974     1,126    

７．その他 ※５ 503     415     441    

貸倒引当金   △0     －     △0    

流動資産合計     4,833 14.9   8,162 25.9   9,242 28.1 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

 (1) 建物 ※２ 7,549     4,437     4,880    

 (2) 土地 ※２ 4,887     4,258     4,258    

 (3) その他   1,112     944     939    

有形固定資産合計     13,550 41.9   9,639 30.6   10,077 30.7 

２．無形固定資産     196 0.6   149 0.5   174 0.5 

３．投資その他の資産                    

  (1) 長期貸付金   635     467     502    

  (2) 繰延税金資産   464     1,161     681    

  (3) 賃貸資産（建物等） ※1.2 316     216     235    

  (4) 賃貸資産（土地） ※２ 1,985     1,778     1,778    

  (5) 長期差入保証金   8,416     8,126     8,335    

  (6) その他 ※２ 1,942     1,810     1,867    

貸倒引当金   △1     －     △1    

投資その他の資産合計     13,760 42.6   13,560 43.0   13,399 40.7 

固定資産合計     27,507 85.1   23,349 74.1   23,651 71.9 

資産合計     32,340 100.0   31,512 100.0   32,893 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 
当中間会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金 ※２ 3,488     6,435     6,842    

２．短期借入金 ※２ 2,713     645     829    

３．未払法人税等   550     288     730    

４．ポイント費用引当金   －     618     －    

５．賞与引当金   333     344     362    

６．未払費用   1,804     1,328     2,085    

７．その他 ※５ 997     693     602    

流動負債合計     9,888 30.6   10,355 32.9   11,451 34.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 2,663     2,018     2,340    

２．転貸損失引当金   －     367     －    

３．退職給付引当金   641     661     647    

４．役員退職慰労引当金   419     441     429    

５．長期預り保証金   2,743     2,330     2,330    

６．その他   661     355     312    

固定負債合計     7,129 22.0   6,174 19.6   6,061 18.4 

負債合計     17,018 52.6   16,529 52.5   17,513 53.2 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     2,660 8.2   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金                    

資本準備金   2,856     －     －    

資本剰余金合計     2,856 8.8   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   220     －     －    

２．任意積立金   8,461     －     －    

３．中間未処分利益   903     －     －    

利益剰余金合計     9,585 29.7   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     220 0.7   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0   － －   － － 

資本合計     15,322 47.4   － －   － － 

負債資本合計     32,340 100.0   － －   － － 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   2,660 8.4   2,660 8.1 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     2,856     2,856     

資本剰余金合計     － －   2,856 9.1   2,856 8.7 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     220     220     

(2）その他利益剰余金                     

別途積立金   －     9,161     8,461     

繰越利益剰余金   －     △80     994     

利益剰余金合計     － －   9,302 29.5   9,677 29.4 

４．自己株式     － －   △0 △0.0   △0 △0.0 

株主資本合計     － －   14,818 47.0   15,193 46.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額
金 

    －     165     187   

評価・換算差額等合計     － －   165 0.5   187 0.6 

純資産合計     － －   14,983 47.5   15,380 46.8 

負債純資産合計     － －   31,512 100.0   32,893 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     34,579 100.0   34,264 100.0   69,147 100.0 

Ⅱ 売上原価     25,890 74.9   25,797 75.3   51,788 74.9 

売上総利益     8,688 25.1   8,466 24.7   17,358 25.1 

Ⅲ 営業収入     667 1.9   518 1.5   1,245 1.8 

営業総利益     9,356 27.0   8,985 26.2   18,603 26.9 

Ⅳ 販売費及び一般管理費     8,541 24.7   8,340 24.3   17,184 24.9 

営業利益     815 2.3 644 1.9 1,419 2.0 

Ⅴ 営業外収益 ※２   212 0.6   173 0.5   395 0.6 

Ⅵ 営業外費用 ※３   43 0.1   40 0.1   83 0.1 

経常利益     983 2.8   777 2.3   1,731 2.5 

Ⅶ 特別利益 ※５   265 0.8   － －   848 1.2 

Ⅷ 特別損失 ※4.6   144 0.4   1,173 3.4   937 1.3 

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間純損失
(△) 

    1,104 3.2   △396 △1.1   1,642 2.4 

法人税、住民税及び事業
税   523     245     1,131    

法人税等調整額   △23 499 1.5 △358 △113 △0.3 △276 855 1.3 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）     604 1.7   △283 △0.8   787 1.1 

前期繰越利益     299 
    －     －  

中間配当額     －     －     －  

中間未処分利益     903     －     －  

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,660 2,856 220 8,461 994 9,677  △0 15,193 

中間会計期間中の変動額                

任意積立金の積立 － － － 700 △700 － － － 

剰余金の配当 － － － － △91 △91 － △91 

中間純損失 － － － － △283 △283 － △283 

自己株式の取得 － － － － － － △0  △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額) 

－ － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 700 △1,074 △374  △0 △374 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,660 2,856 220 9,161 △80 9,302  △0 14,818 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

187 15,380 

中間会計期間中の変動額    

任意積立金の積立 － － 

剰余金の配当 － △91 

中間純損失 － △283 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額) 

△21 △21 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△21 △396 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

165 14,983 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成17年９月30日 残高 
（百万円） 

2,660 2,856 220 8,461 390 9,073 △0 14,589 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当 － － － － △183 △183 － △183 

当期純利益 － － － － 787 787 － 787 

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額) 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － 603 603 △0 603 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,660 2,856 220 8,461 994 9,677 △0 15,193 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

平成17年９月30日 残高 
（百万円） 

193 14,782 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － △183 

当期純利益 － 787 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額) 

△5 △5 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△5 597 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

187 15,380 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式 

   移動平均法による原価法 

その他有価証券 

    同左 

その他有価証券 

    同左 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額金は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）   

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

  (2）たな卸資産 

商品  売価還元法による原価

法、但し生鮮食品は最

終仕入原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

 (2）たな卸資産 

商品   同左 

  

 

貯蔵品  同左 

 (2）たな卸資産 

商品   同左 

  

 

貯蔵品  同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。     

   建物 10～39年 

 その他 2～30年 

 建物  2～40年 

 その他 2～40年 

 建物   10～34年 

 その他    2～15年 

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

(2）無形固定資産 

     同左 

  (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

     同左 

(3）長期前払費用 

     同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 なお、貸倒実績はなく、ま

た、貸倒懸念債権等もないこと

から、当中間会計期間は計上し

ておりません。 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  (2）ポイント費用引当金 

――――――      

(2）ポイント費用引当金 

販売促進を目的とするポイント

カード制度により付与したポイ

ントの使用に備えるため、未使

用のポイント残高に対して、過

去の使用実績率に基づき将来使

用されると見込まれる額を計上

しております。      

(2）ポイント費用引当金 

――――――      

    

  

  

（追加情報）   

従来、未払費用（前中間会計期

間末残高 635 百万円）として計

上しておりましたが、当中間会

計期間より、ポイント費用引当

金として計上することとしまし

た。   

  

  

  

  (3）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。 

(3）賞与引当金 

     同左 

(3）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しておりま

す。 

  (4）転貸損失引当金 

―――――― 

(4）転貸損失引当金 

店舗転貸契約の残存期間に発生

する損失に備えるため、支払義

務のある賃料等総額から転貸に

よる見込賃料収入総額を控除し

た金額を計上しております。   

 （追加情報） 

従来、未払金（前中間会計期間

末残高 10 百万円）及び長期未

払金（前中間会計期間末残高19

百万円）として計上しておりま

したが、計上額には見積もりの

要素が高いため、当中間会計期

間より転貸損失引当金として計

上しております。 

(4）転貸損失引当金 

―――――― 

  (5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。    

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。  

(5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。    

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

(5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

   （追加情報） 

当社は平成17年10月１日から退

職給付制度の改定を行いまし

た。従来、退職一時金制度と適

格退職年金制度からなっており

ましたが、これを退職一時金制

度と確定拠出年金制度に変更い

たしました。 

この結果、当中間会計期間にお

いて特別利益に制度終了益（82

百万円）を計上いたしておりま

す。 

――――――  （追加情報） 

当社は平成17年10月１日から退

職給付制度の改定を行いまし

た。従来、退職一時金制度と適

格退職年金制度からなっており

ましたが、これを退職一時金制

度と確定拠出年金制度に変更い

たしました。 

この結果、当事業年度において

特別利益に制度終了益（82百万

円）を計上いたしております。 

  (6）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため内規に基づく期末要支給額の

うち当中間会計期間の負担額を計

上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

     同左 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

     同左      同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

     同左 

消費税等の会計処理方法 

     同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

―――――― ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）   

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金

額は、純資産の部と同額であります。  

前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

前事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金

額は、純資産の部と同額であります。  

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,542百万円 5,928百万円 5,681百万円

賃貸資産(建物等)の減価償却累計額 賃貸資産(建物等)の減価償却累計額 賃貸資産(建物等)の減価償却累計額 

805百万円 957百万円 961百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物 976百万円

土地 2,057百万円

賃貸資産（建物等） 131百万円

賃貸資産（土地） 286百万円

投資その他の資産そ

の他 
51百万円

計 3,504百万円

建物 899百万円

土地 2,057百万円

賃貸資産（建物等） 121百万円

賃貸資産（土地） 286百万円

投資その他の資産そ

の他 
43百万円

計 3,408百万円

建物 934百万円

土地 2,057百万円

投資有価証券 47百万円

賃貸資産(建物等) 126百万円

賃貸資産(土地) 286百万円

計 3,452百万円

上記のうち工場財団設定分  ―――――― 上記のうち工場財団設定分 

賃貸資産（建物等） 34百万円

賃貸資産（土地） 122百万円

計 156百万円

  賃貸資産（建物等） 32百万円

賃貸資産（土地） 122百万円

計 155百万円

担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 

買掛金 142百万円

短期借入金 1,329百万円

長期借入金 2,352百万円

計 3,823百万円

買掛金 181百万円

短期借入金 545百万円

長期借入金 1,798百万円

計 2,525百万円

買掛金 157百万円

短期借入金 720百万円

長期借入金 2,074百万円

計 2,952百万円

上記のうち工場財団設定分  ―――――― 上記のうち工場財団設定分 

長期借入金 500百万円

計 500百万円

  長期借入金 500百万円

計 500百万円

 ３．債務保証  ３．債務保証  ３．債務保証 

 関係会社の金融機関からの借入金に対す

る保証 

マミーサービス㈱ 626百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 926百万円

 関係会社の金融機関からの借入金に対す

る保証 

マミーサービス㈱ 533百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 833百万円

  関係会社の金融機関からの借入金に対す

る保証 

マミーサービス㈱ 580百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 880百万円

   関係会社の仕入先からの買掛金に対する

保証  

彩裕フーズ㈱ 1百万円

   

 関係会社の仕入先からの買掛金に対する

保証 

彩裕フーズ㈱ 1百万円

   

 ４．当座貸越契約  ４．当座貸越契約  ４．当座貸越契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため、 

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間期

末の借入金未実行残高は以下のとおりであ

ります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、 

11取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間期

末の借入金未実行残高は以下のとおりであ

ります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、 

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当期末の

借入金未実行残高は以下のとおりでありま

す。 

当座貸越契約極度額 6,900百万円 

借入実行残高 950百万円 

 差引額 5,950百万円 

当座貸越契約極度額 6,600百万円

借入実行残高 －百万円

 差引額 6,600百万円

当座貸越契約極度額 6,900百万円

借入実行残高 －百万円

 差引額 6,900百万円

※５．消費税等の表示 ※５．消費税等の表示 ※５．     ―――――― 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産のその他に含めて表

示しております。  

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表

示しております。  

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

有形固定資産 433百万円

無形固定資産 22百万円

賃貸資産(建物等) 19百万円

有形固定資産 334百万円

無形固定資産 20百万円

賃貸資産(建物等) 13百万円

有形固定資産 867百万円

無形固定資産 43百万円

賃貸資産(建物等) 39百万円

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 

受取利息 34百万円

賃貸料収入 40百万円

受取手数料 47百万円

受取利息 36百万円

受取手数料 59百万円

受取利息 70百万円

賃貸料収入 83百万円

受取手数料 106百万円

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 

支払利息 31百万円 支払利息 20百万円 支払利息 59百万円

※４．減損損失  

当社は、以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

当社は、営業店舗及び賃貸資産並びに遊

休資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。 

当中間会計期間において、継続的な地価

の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗及び

遊休資産については、将来キャッシュ・フ

ローによって当該資産の帳簿価額を全額回

収できる可能性が低いと判断し、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(88百万円)として特別損失に計上

いたしました。その内訳は、建物15百万

円、構築物25百万円、賃貸資産(土地)36百

万円、リース資産8百万円及びその他1百万

円であります。 

用 途 種 類 場 所 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

北本店(埼玉県
北本市) 

 営業店舗 構築物 
深井店(埼玉県
北本市) 

 遊休資産 
賃貸資産（土
地） 

群馬県太田市 

※４．減損損失  

当社は、以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

当社は、営業店舗及び賃貸資産並びに遊

休資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。 

当中間会計期間において、継続的な地価

の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗及び

賃貸資産並びに遊休資産については、将来

キャッシュ・フローによって当該資産の帳

簿価額を全額回収できる可能性が低いと判

断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(841百万円)と

して特別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物379百万円、構築物72百万円、

リース資産269百万円及びその他120百万円

であります。 

用 途 種 類 場 所 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

千代田店(埼玉
県坂戸市) 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

川口安行店(埼
玉県川口市) 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

青梅新町店(東
京都青梅市) 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

柏若葉町店(千
葉県柏市) 

 営業店舗 
建物、構築物、
リース資産、そ
の他 

誉田店(千葉県
千葉市) 

 営業店舗 
建物、リース資
産、その他 

南柏店(千葉県
柏市) 

 賃貸資産 
賃貸資産(建物
等)、その他 

埼玉県北本
市、群馬県太
田市 

 遊休資産 電話加入権

 ※４．減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。 

 当社は、営業店舗及び賃貸資産並びに遊

休資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。 

当事業年度において、継続的な地価の下

落及び資産グループ単位の収益性等を踏ま

えて検証した結果、一部の営業店舗及び賃

貸不動産並びに遊休不動産については、将

来キャッシュ・フローによって当該資産の

帳簿価額を全額回収できる可能性が低いと

判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(777百万円)とし

て特別損失に計上いたしました。その内訳

は、建物268百万円、構築物42百万円、賃貸

資産(建物等)61百万円、賃貸資産(土地)289

百万円、リース資産101百万円及びその他13

百万円であります。  

用 途 種 類 場 所 

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

北本店（埼玉
県北本市） 

営業店舗 構築物 
深井店(埼玉県
北本市） 

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

西浦和店（埼
玉県さいたま
市） 

営業店舗
建物及び構築
物、リース資
産、その他 

稲毛長沼店
（千葉県千葉
市） 

賃貸資産
賃貸資産（建物
等）、賃貸資産
（土地） 

埼玉県蓮田
市、埼玉県上
尾市 

遊休資産
賃貸資産（土
地） 

群馬県太田
市、埼玉県桶
川市 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年10月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売

却価額と使用価値のいずれか高い価額とし

ております。正味売却価額は、譲渡予定価

額に基づいて算出し、使用価値は将来キャ

ッシュ・フロー見積額を4.0%で割り引いて

算出しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売

却価額と使用価値のいずれか高い価額とし

ており、売却や他への転用が困難な資産は

０円としております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

ります。正味売却価額は、主として不動産鑑

定評価基準に基づいて算出した見積価額から

処分費用見込額を差し引いて算定し、使用価

値は将来キャッシュ・フロー見積額を4.0％

で割り引いて算定しております。 

※５.特別利益のうち主要なもの 

 固定資産売却益（土地） 136百万円 

芝園店休業補償金     45百万円 

退職給付制度一部終了益  82百万円 

※５.     ―――――― 

  

※５.特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益(土地) 291百万円

固定資産売却益(建物他) 427百万円

※６.特別損失のうち主要なもの 

 減損損失            88百万円 

固定資産除却損(建物)     7百万円 

固定資産除却損(その他）  48百万円 

※６.特別損失のうち主要なもの 

減損損失 841百万円

転貸損失引当金繰入額 234百万円

前期損益修正損
（過年度転貸損失引当金 
 繰入額） 

72百万円

※６.特別損失のうち主要なもの 

減損損失 777百万円

固定資産除却損(建物) 10百万円

固定資産除却損(その他) 59百万円

  前事業年度末株式数 増加 減少 当中間会計期間末株式数

普通株式（注） 551株 20株 － 571株 

  前事業年度末株式数 増加 減少 当事業年度末株式数 

普通株式（注） 491株 60株 － 551株 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固
定資産
その他 

1,765 793 75 895 

無形固
定資産 

604 125 － 479 

合計 2,370 918 75 1,375 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,784 1,013 437 333

無形固
定資産 

563 202 － 361

合計 2,348 1,216 437 694

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,782 840 168 773 

無形固
定資産

604 185 － 419 

合計 2,387 1,025 168 1,192 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 441百万円 

１年超 1,024百万円 

合計 1,465百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

60百万円 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 450百万円 

１年超 694百万円 

合計 1,145百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

391百万円 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 459百万円 

１年超 917百万円 

合計 1,376百万円 

リース資産減損勘定
の残高 

147百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 243百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

5百万円 

減価償却費相当額 236百万円 

支払利息相当額 7百万円 

減損損失 8百万円 

支払リース料 237百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

25百万円 

減価償却費相当額 230百万円 

支払利息相当額 6百万円 

減損損失 269百万円 

支払リース料 452百万円 

リース資産減損勘定
の取崩額 

10百万円 

減価償却費相当額 438百万円 

支払利息相当額 14百万円 

減損損失 101百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）、当中間会計期間（自平成18年10月１日 至平成

19年３月31日）及び前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）のいずれにおいても子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社は、平成18年５月31日開催の取締役会

において、資産効率の向上と財務体質の改善

を目的として、当社が保有する店舗の土地・

建物等を住友信託銀行株式会社に不動産信託

し、その信託受益権を譲渡することを下記の

とおり決議し、同日、譲渡いたしました。 

 １．信託する資産 

（１）物件    フィールズ南柏店 

（２）所在地   千葉県柏市豊四季509-3 

（３）物件簿価及び支払手数料 

            3,505百万円 

（４）譲渡価格       4,100百万円 

 ２．信託先及び譲渡先                

（１）信託先 住友信託銀行株式会社 

（２）譲渡先 株式会社ヒューネット 

 ３．譲渡の日程 

 平成18年５月31日 信託契約締結 

 平成18年５月31日 物件の引渡し、信託受益 

        権の譲渡 

 なお、信託受益権の譲渡により当事業年度に

おいて594百万円の売却益を特別利益に計上す

る見込であります。 

 ―――――    ―――――  



(2）【その他】 

平成19年５月23日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額………………………   91百万円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………………   8円50銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 平成19年６月11日  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

   事業年度（第40期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成19年３月19日関東財務局長に提出。 

  (3)有価証券報告書の訂正報告書 

   事業年度（第41期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成19年３月19日関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年6月21日

株 式 会 社 マミーマート 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株マミーマート式会

社の平成17年10月1日から平成18年9月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年10月1日から平成18年3月31日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マミーマート及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17

年10月1日から平成18年3月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報
 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年5月31日開催の取締役会において、保有する店舗の土地・建物等を住友信

託銀行株式会社に不動産信託し、その信託受益権を譲渡することを決議し、同日、譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 内 山 敏 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年６月20日

株式会社 マミーマート  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺山 昌文 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原  真志 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小倉 邦路 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マミーマートの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年10月１日か

ら平成19年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社マミーマート及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年6月21日

株 式 会 社 マミーマート 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マミーマー

トの平成17年10月１日から平成18年9月30日までの第41期事業年度の中間会計期間（平成17年10月1日から平成18年3月31日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社マミーマートの平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月1日から平成18年3月31日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年5月31日開催の取締役会において、保有する店舗の土地・建物等を住友信

託銀行株式会社に不動産信託し、その信託受益権を譲渡することを決議し、同日、譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 内 山 敏 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年６月20日

株式会社 マミーマート  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺山 昌文 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原  真志 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小倉 邦路 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マミーマートの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第42期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から

平成19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マミーマートの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月１

日から平成19年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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